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 昨年末の総選挙で圧勝した自由民主党安倍新内閣は、矢継ぎ早に経済再建の諸政策

を打ち出し、また、東日本大震災の本格的復旧復興の為に動き出し、内閣支持率も上

昇を続けています。 

 今日まで、新内閣成立直後より２か月以上内閣支持率が上昇を続けた例はなく、日

本国民の安倍新内閣への期待と関心の高さがうかがわれます。 

 

安倍内閣、インフラ予算を確保 拍車･･･新幹線の発展も好材料 

  

韓国の方々にとってみれば、対外交政策において、右寄りの発言が見られる安倍総

理を危惧するむきも見られますが、韓国との関係については、日本の歴代の首相のな

かでも最も良好な関係を築くことと思われます。 

 現在の安倍新内閣が最重要課題として取り組んでいるのが、２０年来続いている経

済のデフレ体質からの脱却です。金融緩和をはじめとした諸経済施策とともに、東日

本大震災の復旧復興を軸にした国土強靭化構想による防災、減災への対策を立ててい

ます。高度成長期に整備された各種社会資本の老朽化への対処についても、積極的な

予算化をはかる動きがみられます。 

 また、日本の新幹線の稼働状況が予想以上の好成績を収めていることから、整備新

幹線の新線計画などの具体化にも拍車がかかりつつあります。高速鉄道の国際的なプ

レゼンスにも道が開かれていくことと思われます。 

 こうした情勢を背景に、日韓トンネル構想の推進にも、あらたな局面が展開されて

います。日韓トンネル研究会では、各方面への理解を進めるべく、元法務大臣の野沢

会長を先頭に講演会、セミナーなどを重ねています。以下、自民党新政権の日韓トン

ネル構想に対する見解と、最近の東北アジア情勢と日韓トンネルの意義、また、その

交通機関となる高速鉄道、新幹線建設の動向などをレポートします。 

 日本の自由民主党は、昨年（２０１２年）４月の在野党の時点で、デフレを脱却さ

せ東日本大震災の復旧復興の促進と国力の増進を図るために、今後１０年間で総額２

００兆円規模のインフラ投資が必要との提言をしました。そして、これを具体化した

国土強靭化基本法案を６月４日に国会に提出しました。 

 この法案の基本理念は、以下の３点にまとめられています。 

第一に、東日本大震災を契機に、経済等における過度の効率性の追求が人口及び行

政、経済、文化等に関する機能の過度の集中を生み、国土の脆弱性をもたらしている

ことが明らかになった。戦後の、国土政策及び経済政策についての総合的な検証を行

い、それらの結果にもとづき多極分散型の国土形成が図られるよう、策定、実施され

ること。 



第二に、地域間の交流及び連携を促進し、固有の文化、自然条件等の特性を生かし

た地域の振興を図り、日本が直面する課題を解決するために、国土の保全及び複数の

国土軸の形成を通じた国土の均衡ある発展が図られること。 

第三に、大規模災害を未然に防止し、また大規模災害が発生した場合の拡大を防ぐ

とともに、国家及び社会の諸機能の代替性の確保等を図ることにより、政治、経済及

び社会の活動を持続可能なものとすること。  

 

日本のインフラ構築、国土の外に目を見開く視点 

 

 一旦は国会で継続審議されることになったが、このような政策を打ち出して昨年末

選挙を戦った結果、大勝利を収めたことはすでに韓国でも知られていることです。 

参議院では少数野党という変形した状況はあるものの、政権与党となった現状にお

いては、もはや日本の政治がこの方向性を持って動かされていくものと考えます。 

これらの基本理念に対して、我々日韓トンネル研究会が注目すべきコンセプトは、

第一に、過度の効率性の追求により国土の脆弱性が推し進められたことへの検証と反

省。第二に、各種の課題解決のために国土の保全及び複数の国土軸の形成を通じた国

土の均衡ある発展。第三に、国家及び社会の諸機能の代替え性の確保を図ることによ

り、政治経済及び社会の活動を持続可能なものとする、等の３種類となります。 

まず効率性については、先進的な社会における社会資本の経済的な効用が複雑さと

ともに非常に多様化しており、適切な評価が不可能になってきていることです。日韓

トンネル研究会では、これらの費用便益比 B/Cで評価される効用性の評価が現代社会

および未来社会に合うようにする見直しと研究を提案しています。 

次に、複数の国土軸の形成と均衡ある発展については、日本の国土は６８００以上

の島々からなっていると共に、南北に細長く、自然と気候の環境も大きく異なってい

ます。これらそれぞれ特徴のある地域の社会インフラを、安定的に確保、確立するた

めには複数のインフララインを形成することが重要です。特に、情報、交通インフラ

の確保は、災害時及び緊急を要する事態への対処には絶対に欠かせないものであり、

災害大国としての日本にとっては非常に重要な課題といえます。日本はそれらのイン

フララインについて伝統的に国土内のみに配慮してきましたが、今後は、外部に向け

ても開いていく時期が来ていると言えます。 

最後に、各種社会インフラを構成する諸機能を、ハード、ソフトともに異種機能に

対しても互換性が確保出来るよう研究を進める必要があります。それに加えて、今日

のグローバル社会を背景に、国内だけの互換性といわず、まさに世界的な機能の整備

をマルチプルに図る必要があると考えます。 

以上の課題とテーマは、日韓トンネル構想の諸課題と共通することでもあり、今後

もさらに研究を深めていきたいと考えています。 

第二次安倍内閣の誕生によって、国際社会では、日本の極右勢力が台頭してきてい

ると見られているようですが、それは大きな誤解です。特に、韓国、中国では、国境

問題を含めて軋轢が高まっていると共に、それぞれが新指導部体制のなかで、様々な



臆測と期待が飛び交い情報の混乱を招いているようです。 

 その誤解の一つが、安倍総理は、かつての A級戦犯であった岸信介元総理の外孫で、

日帝の東条内閣時代に閣僚として参画し、大陸侵略にも加担した悪名高い人物の影響

を受けているというものです。 

しかし岸信介氏は、戦後の総理時代に日米安保条約の改定延長問題では、命がけの

批准を果たしたことで知られており、その辞任後も、当時の朴正煕大統領とともに日

韓国交回復にも尽力しています。また東南アジア諸国との関係改善にも深い影響力を

行使してきており、それらの功績で１９７９年国連平和賞を受賞しています。従って、

岸元総理の影響を受けているということであれば、むしろ、こうした世界平和への貢

献、特にアジア韓国などの友好に注目しなければなりません。 

 また経済政策面において、第二次安倍内閣のスタートに合わせるかのように円安が

進行し、韓国内の製造業、特に輸出産業に影響があると韓国内の一部マスコミの論調

が見られます。しかし為替差損益というのは極めて流動的なものであり、また、現在

の韓国における産業体質から考えても、ウオン高は不利な面ばかりとは言えないです。

一例を挙げますと、韓国では現在、極めて高い比率で海外投資を行っていますが、ウ

オン高は良好ともいえる為替環境状況だと思われます。 

 いま日本では、上述したごとく長引くデフレからの脱却を果たすために様々な施策

がとられようとしています。積極的な財政出動か、緊縮財政かの議論は止むことがな

いかのようです。第二次安倍内閣では、１０年間で２００兆円の財源確保のため建設

国債の確保も考慮しています。今までのデフレ対策は、どれも中途半端な施策に終始

したこともあり、結果的に十分な成果が得られませんでした。その反省からも、思い

切った経済対策がとられようとしています。そして日本の経済復興は周辺国にも必ず

や良い影響をもたらすでしょう。 

 次に国境問題ですが、これは日韓トンネル構想のなかでも極めて重要で中心的なテ

ーマでもありますから、稿を改めて述べたいと思います。国境問題を論ずる場合、国

境の存在を国家管理上の問題とナショナリズムの問題を合わせて議論した場合、決し

て解決されることはないと考えられます。ナショナリズムは近代国家成立の過程の産

物だとも言えますが、これは、まさに両国民の卓越した智慧によって解決されるべき

と思います。そして今や先進国になった韓日両国にはその智慧が充分備わっていると

確信します。それと同時に新体制での日韓両首脳にはその能力を十分期待できると考

えます。 

 また、そうした議論を目指すためにも、日韓トンネル構想を様々な角度から進めて

いくべきと思います。 

日本の新幹線は、１９６４年１０月１日に東海道新幹線が開業して以来、山陽、東

北、上越、北陸、九州の各新幹線が開業し、現在の総営業距離は 2620kmに及んでい

ます。これらの中で、東海道、山陽、東北（東京～盛岡間）、上越新幹線などは、旧

国鉄時代に建設されたもので、その後の新幹線は、全国新幹線鉄道整備法に基づき、

整備計画が進められてきました。 

これを日本では通称、整備新幹線と呼んでいます。九州新幹線もその整備新幹線の



うちの一つですが、博多～鹿児島間が、２０１１年３月１２日に全線開通しました。

その日は開業の祝賀会が計画されていましたが、前日の３月１１日の東日本大震災の

翌日ということもあり、関連する数々の祝典も自粛されてしまいました。 

 その九州新幹線は、営業を開始して早や２年になろうとしますが、予想以上の営業

成績を上げており、特に関西方面の乗客数が増大することにより、山陽新幹線の営業

成績も向上するという、少なからぬ派生効果を生んでいます。 

 

韓日トンネルはアジア諸国間の葛藤解決にも貢献する 

 

 加えて、既設の交通機関が新幹線に利用者を奪われ営業成績が下落するのではない

かという憂慮があったものが、一部を除いて増加傾向を示しています。このことは、

適切な交通インフラを整備すれば、それらを取り巻く産業経済圏が活性させることが

できるという実証的事例です。九州は、韓国に向けて開かれた陸路と国際的な交通イ

ンフラを構築することで、発展的な社会形成が成し遂げられると考えます。 

いま、アジアにおいても国境問題をはじめ様々な国家間の軋轢がみられます。そこ

には国際的な事情以上に内政的な要因もありますが、少なくとも国家の指導者は国民

の幸福を願って内政とともに国際社会にあたるべきです。日韓トンネル構想は、その

テーマの背景にあるいろいろな要因と問題性を探し出し解決することに貢献すべき

と考えます。  

 

pp.47 写真：2012 年 8月 18日九州新幹線長崎ルート起工式に出席した野澤会長（中） 

 

※本稿は韓国の世界平和トンネル財団が発行する PEACE TUNNEL magazine 通巻 14 号（2013 年 3 月発

行）の P.46～P.48 を日本語に翻訳したものである 
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